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仕事と介護の両立支援②

情報発信・情報提供の具体的な手法

埼玉県産業労働部 雇用・人材戦略課
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介護に備えて準備する基礎的事項の説明
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１．情報発信・情報提供の必要性

出所:厚生労働省 介護支援プラン策定マニュアル https://www.mhlw.go.jp/content/001475077.pdf

介護に直面する前、
そして、介護に直面した後の

従業員への支援が求められている

支援するための具体的な
情報発信の手法について解説



5出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン

１．情報発信・情報提供の必要性



6

経営者向けガイドライン
仕事と介護の両立支援制度の見直しの際、経済産業省の解説動画が参考になります。
まずは経営者に理解してもらいましょう!

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン

https://www.bing.com/videos/riverview/relatedvideo?q=%e4%bb%95%e4%ba%8b%e3%81%a8%e4%bb%8b%e8%ad%b7%e3%
81%ae%e4%b8%a1%e7%ab%8b&mid=688B01F36D41814BE0F7688B01F36D41814BE0F7&FORM=VIRE

１．情報発信・情報提供の必要性
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事前の心構えの重要性
どうしたら、介護をしながら、働き続けられるでしょうか?
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• 定年までに誰もが介護の課題に直面しま
す。

• あなた自身も定年までに介護に直面する
可能性が高いのです。

• 仕事と介護の両立のために働き方を変え
る必要があります。

• 仕事と介護の両立ができるように、今から
準備しておくことが大事になります。

■年齢階級別雇用者に占める介護者の割合

資料）:総務省「令和4年就業構造基本調査」より作成

１．情報発信・情報提供の必要性
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企業が家族の介護を抱える
従業員の両立を支援する上で
具体的に取り組むべきことは何か

企業が具体的に取り組むべきこと

仕事と介護の
両立のポイント

出所:厚生労働省 介護支援プラン策定マニュアル https://www.mhlw.go.jp/content/001475077.pdf

１．情報発信・情報提供の必要性



9出所:厚生労働省 介護支援プラン策定マニュアル https://www.mhlw.go.jp/content/001475077.pdf

仕事と介護を両立させる５つのポイント

「家族等の介護を行っている」ことを職場の上司、同僚、人事部などに早期に伝
え、必要に応じて、勤務先の「仕事と介護の両立支援制度」を利用する。1

介護保険サービスを利用し、自分で「介護しすぎない」2
ケアマネジャーを信頼し、相談する3
日ごろから、「家族や要介護者宅の近所の方々等と良好な関係」を築く。4
介護を深刻に捉え過ぎずに、「自分の時間」を確保する。5

１．情報発信・情報提供の必要性
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ひとりで抱え込まない
介護は隠すものではありません。

介護の課題に直面したら、職場の上司や人事部、専門家に相談しましょう。

ひとりで抱え込まないことが大切です。

主な相談先を確認しましょう

 地域包括支援センター（各自治体のHPで検索可能）

遠距離介護の場合は、要介護者居住地域

 勤務先の相談窓口

相談するときに伝えるべき3点
自分自身が仕事と介護を両立したいことを強く伝える1

現在の自分の状況（自分の仕事や要介護者について）をなるべく詳しく伝える２

両立のための選択肢をできるだけ多く知りたいと伝える３

１．情報発信・情報提供の必要性
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両立支援制度の概要

「個別の周知・意向確認」
「介護に直面する前の情報提供」
「雇用環境整備の措置」
以上が、企業の義務化へ!

育児介護休業法が改正され、
より、介護と仕事の両立がしやすい
よう、支援制度が整備されている

出所:厚生労働省 介護支援プラン策定マニュアル https://www.mhlw.go.jp/content/001475077.pdf

１．情報発信・情報提供の必要性
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雇用環境整備
（参考）独自の取組を行う際の留意点雇用環境整備とは具体的に??

出所:厚生労働省 介護支援プラン策定マニュアル https://www.mhlw.go.jp/content/001475077.pdf

１．情報発信・情報提供の必要性
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介護に直面する前の早期の両立支援制度に関する情報提供

それでは、具体的な情報提供、情報発信の手法や内容を見ていきましょう!

情報提供とはいつ何をどんな方法でするの??

出所:厚生労働省 介護支援プラン策定マニュアル https://www.mhlw.go.jp/content/001475077.pdf

１．情報発信・情報提供の必要性
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２．情報発信・情報提供のために事業者、人事労務担当者が押さえておくべき介護の基本

出所:厚生労働省パンフレット https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001238058.pdf

〇介護保険①
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〇介護保険②

出所:厚生労働省パンフレット https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001238058.pdf

２．情報発信・情報提供のために事業者、人事労務担当者が押さえておくべき介護の基本
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〇介護保険③

出所:厚生労働省パンフレット https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001238058.pdf

２．情報発信・情報提供のために事業者、人事労務担当者が押さえておくべき介護の基本
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〇介護保険④

出所:厚生労働省パンフレット https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001238058.pdf

２．情報発信・情報提供のために事業者、人事労務担当者が押さえておくべき介護の基本



18

〇地域包括支援センター

出所: 厚生労働省 地域包括支援センターの概要

２．情報発信・情報提供のために事業者、人事労務担当者が押さえておくべき介護の基本
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〇ケアプラン・ケアマネジャー

出所: 厚生労働省 ケアマネジャーに相談するときに確認しておくこと

ケアプランとは

要支援認定、要介護認定を受けた人が介護サービスを適切に利用できるよう、その人の心身や家族の状況などを考

慮しながら作成する介護サービスの計画書のことです。具体的には、利用する介護サービスの種類や内容、介護サー

ビス事業者などを定めます。

ケアマネジャーとは

ケアマネジャーとは、介護分野における専門職であり、正式名称を「介護支援専門員」といいます。ケアマネジャーの仕

事は、介護を必要とする個々の利用者の状況に応じて最適なケアを受けられるようにコーディネートすることです。具体

的には、介護を必要とする人や家族の状況を適切に把握することや、ケアプランの作成、介護サービスを提供する施

設・事業者との調整、介護サービスが適切に提供されているかどうかの定期的な確認などを行います。

２．情報発信・情報提供のために事業者、人事労務担当者が押さえておくべき介護の基本
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具体的な手法
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３．仕事と介護の両立支援制度を周知しましょう!
仕事と介護の両立支援制度（法定）

短時間勤務等の措置深夜業の制限時間外労働の制限所定外労働の制限介護休暇介護休業

要介護状態にある対象
家族を介護するための
所定労働時間の短縮
等の措置

要介護状態にある対象
家族を介護するために
申請した場合、事業主
は深夜業(22時から翌
朝5時まで）に働かせて
はならない

要介護状態にある対象
家族を介護するために
申請した場合、事業主
は、1か月24時間、１
年150時間を超える時
間外労働をさせてはな
らない

要介護状態にある対象
家族を介護するために
申請した場合、事業主
は所定外労働を免除し
なければならない

要介護状態にある家族
の介護や世話をするた
めの休暇

要介護状態にある対象
者を介護するための制
度

制度

対象家族1人につき、利
用開始の日から連続す
る3年以上の期間で2
回以上

1回に付、1ヶ月以上6
か月以内の期間
回数制限無し

1回に付、1か月以上1
年以内の期間
回数制限無し

1回に付、1か月以上1
年以内の期間
回数制限無し

１日または時間単位で
取得
対象家族が1人の場合
は、年5日
2人以上の場合は、年
10日まで

対象家族1人につき3
回まで、通算93日

取得できる日数
取得単位

開始予定日の1か月前
までに書面で請求

開始予定日の1か月前
までに書面で請求

開始予定日の1か月前
までに書面で請求

書面の提出に限定せず、
口頭での申し出も可能

休業開始予定日の2週
間前までに書面等で事
業主に提出

手続き方法

事業の正常な運営を妨
げる場合は、事業主は
拒める

事業の正常な運営を妨
げる場合は、事業主は
拒める

事業の正常な運営を妨
げる場合は、事業主は
拒める

例外

介護休業給付金その他

第23条、第23条2
第24条

第19条、第20条、第
20条の２

第17条、第18条、第
18条の２

第16条8､９､10第16条5,6､7第11条育児介護休業法



22出所:厚生労働省 「『仕事と介護の両立支援制度』を周知しよう」チェックリスト

３．仕事と介護の両立支援制度を周知しましょう!

よくある質問
要介護状態とは

 育児・介護休業法に定める「要介護状態」は、「負傷、疾
病または身体上もしくは精神上の障害により、２週間以
上の期間にわたり、常時介護を必要とする状態」をいい
ます。そのため、介護休業などは、介護保険制度の要
介護・要支援認定を受けていない場合でも利用できます。

 「常時介護を必要とする状態」に関する判断基準は、厚
生労働省のホームページに掲載されていますので、必
要に応じてご参照ください。 「令和7年4月1日適用」であ
ることも併せてご確認下さい。

https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-
roudoukyoku/content/contents/002140
717.pdf
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「仕事と介護の両立支援制度」を周知しよう!

出所:厚生労働省 「『仕事と介護の両立支援制度』を周知しよう」チェックリスト

３．仕事と介護の両立支援制度を周知しましょう!
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「仕事と介護の両立支援制度」を周知しよう!

出所:厚生労働省 「『仕事と介護の両立支援制度』を周知しよう」チェックリスト

３．仕事と介護の両立支援制度を周知しましょう!
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと

突然介護に直面しても困らないために

親の状況を把握する

まずは、「もし親に介護が必要になったら」という視点で、親の状況を把握することから始めましょう。

記入日お名前対象者との関係

年 月 日
年 月 日

こちらにご記入ください

A子
Ｂ男

こちらにご記入ください

① 実母
② 夫の父

こちらにご記入ください

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと
親の老後の生き方の希望は?

親自身が「老後の生き方」や「介護が必要になったら場合の暮らし方」についてどのように考えているかは、介

護者が必ず知っておきたい情報です。 親自身が具体的な希望をもっていない場合もありますが、その場合

は、親子で話し合う機会を持つとよいでしょう。

 介護が必要になったら誰とどのように暮らしたいか

 子どもに介護してもらうことへの抵抗感の有無

 在宅介護サービスを利用するか

 介護施設に入居するか

 最後はどこで暮らしたいと思っているか

 延命治療を希望しているか

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと
親の生活環境や経済状況は?

親の生活環境や経済状況を把握しておくことは、いざ介護に直面した際、自分自身

がどのように支援していくか、親がどのようなサービスを受けるかを判断するのに役立ち

ます。

 親の1日、1週間の生活パターン

 高齢になって、生活上困っていることや不便に感じている場所

 親の経済状況（1月どれくらいの生活費で暮らしているか、生活費を何（年

金・貯蓄等）で賄っているか）

 親の財産（預貯金、株式、保険、年金など）

 大切な書類（マイナンバーカード、介護保険証、病院の診察カード、年金手

帳、生命保険証書、預金通帳、印鑑等）

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと
親の趣味・嗜好は?

親に介護が必要になった時、親の趣味・嗜好について情報があると、寄り添ってサ

ポートする人にとっては、大いに参考になります。 ヘルパーなど、家族以外の人も

協力しやすくなります。

 親の趣味や楽しみ

 親の好きな食べ物

親の周囲の環境・地域とのつながりは?

親と離れて住んでいる場合、地域の人々の見守りや気づきが大きな助けになることも少なくあり

ません。 できるだけ、親の「地域のつながり」を確認しておきましょう。

 近所の友人や地域の活動仲間の名前・連絡先

 地域の民生委員や配達員など家族・友人以外で親の安否を確認できる人の有無・

連絡先
出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと
現在の親の行動面・健康面の状況は?

現在の親の行動面や健康面はどうですか? 耳の聞こえ方や物忘れの

傾向、服用している薬やかかりつけ医などを確認しましょう。

 食事のとり方

 耳の聞こえ方

 トイレ・排泄

 動く様子（歩き方、歩く速さ、つまづく、転ぶなど）

 物忘れの傾向 （同じものを買い込んでいないかなど）頻度

 親の既往症や血圧など

 親の服用している薬（市販薬を含む）やサプリメント

 親のかかりつけ医

 親の不安・悩み

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと
介護を行う側の状況を把握する

兄弟姉妹、配偶者等とよく話し合い、お互いの状況を把握しておくことで、いざというときに親の介護

に関する役割分担や体制を決めやすくなります。

親の介護については、兄弟姉妹間・夫婦間などで様々な意見が出ることが予測されます。 兄弟姉妹間・夫婦間で出た

意見の取りまとめる「最終的意思決定者（※）を事前に決めておくとよいでしょう。 また介護は兄弟姉妹間、配偶者間で

分担し、介護の負担が1人に集中しないようにしましょう。

※意思決定者は、必ずしも主介護者である必要はありません。

 兄弟姉妹・配偶者の介護に対する考え方

 兄弟姉妹・配偶者の親との関係性

 兄弟姉妹・配偶者の健康状態

 兄弟姉妹・配偶者のそれぞれの家庭の状況（子育ての状況、他の要介護者の状況等）

 兄弟姉妹の仕事の状況（勤務形態、転勤の有無、残業の有無、出張の頻度、勤務先の仕事と介護の両立支

援制度など）

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと
地域包括支援センターの場所を確認する

実際に介護に直面した際に、中学校の通学区域におおよそ１施設設置されている地域

包括支援センターに連絡すれば、介護認定の申請手続きや介護支援サービスに関する情

報を入手することができます。

介護サービスの申請は、本人の居住地がベースとなりますので、まずは、親の住む地域の

地域包括支援センターがどこにあるのか把握しておくことが大切です。

市町村によっては、独自の介護サービス（福祉用具のレンタルやおむつの支給など）を提供してい

る場合がありますので、必要に応じて、利用するとよいでしょう。

 親の住む地域の地域包括支援センターと連絡先

 親の住む地域で利用できる各種サービス

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと

あなた自身の勤務先の仕事と介護の両立支援制度を把握する

育児・介護休業法では、企業が整備すべき仕事と介護の両立支援制度を定めて

います。 令和7年4月1日から、介護に直面した旨の申し出をした労働者に対する

個別の周知及び確認が義務化されました。

①介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
②介護休業・介護両立支援制度の申し出先（例:人事部等）
③介護休業給付金に関すること

周知事項

①面談②書面交付③FAX④電子メール 等のいずれか
注①はオンライン面談も可

個別周知・意向確認の方法

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト
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４．親が元気なうちから把握しておくべきこと
あなた自身の勤務先の仕事と介護の両立支援制度を把握する

介護に直面する前の早い段階（40歳）の情報提供

労働者が介護に直面する前の早い段階で、介護休業や介護両立支援制度等の理解と関心を深め

るため、事業主 は介護休業制度等に関する以下の事項について情報提供しなければなりません。

①労働者が40歳に達する日（誕生日前日）の属する年度（1年
間）
②労働者が40歳に達する日の翌日（誕生日）以降から1年間
のいずれか

情報提供期間

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例:人事部など）
③ 介護休業給付金に関すること

情報提供事項

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか
注:①はオンライン面談も可能、③④は、労働者が希望したとき

情報提供の方法

• 情報提供に当たって、「介護休業制度」は介護の体制を構築するため一定期間休業する場合に対応する ものなど、
各種制度の趣旨・目的を踏まえて行うこと

• 情報提供の際に、併せて介護保険制度について周知すること

出所:厚生労働省 「親が元気なうちから把握しておくべきこと」チェックリスト



34

５．ケアマネジャーに相談する際に確認しておくべきこと

 介護に直面した際、あなたが最初に介護について相談する先は地域包括支援センターです。

 地域包括支援センターでは、介護が必要な高齢者やその家族のために、介護サービスや日常生活に

関する相談を受け付けています。

 要介護者のケアプランを立てるケアマネジャーも、地域包括支援センターや市区町村の窓口で紹介し

てくれます。

出所:厚生労働省 ケアマネジャーに相談する際に確認しておくこと
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ケアマネジャーに相談する際に確認しておくべき３つのことは、

1. 介護が必要な人について
2. あなた自身について

3. 勤務先の両立支援制度について

の３つになります。

それぞれについてどのように確認していけばよいか、チェックシート形式で説明していきます。

出所:厚生労働省 ケアマネジャーに相談する際に確認しておくこと

５．ケアマネジャーに相談する際に確認しておくべきこと



36

①介護が必要な人について
介護が必要な人に関する情報は、主に「介護のこと」「生活のこと」の２つに分類することができます。

その人の意思や健康状態等に沿った適切なケアプランを作成するためには、これらに関する具体的な情報をケアマ

ネジャーに伝えることが大切です。

具体的には、以下のような情報を事前に確認しておくとよいでしょう。
介護のこと
 食事のとり方や耳の聞こえ方、トイレ・排泄の変化
 動く様子（歩き方、歩く速さ、つまずく、転ぶなど）の
変化

 物忘れの傾向（同じものを買い込んでいないかな
ど）・頻度

 既往歴や服用している薬（市販薬を含む）やサプリ
メント

 かかりつけ医
 子どもに介護してもらうことへの抵抗感の有無
 在宅介護サービスの利用意向
 介護施設への入居意向
 最期はどこで暮らしたいと思っているか

生活のこと

 1日、1週間の生活パターン

 近所の友人や地域の活動仲間の存在

 趣味や楽しみ

 好きな食べ物

 生活に対する悩みや不安

出所:厚生労働省 ケアマネジャーに相談する際に確認しておくこと

５．ケアマネジャーに相談する際に確認しておくべきこと
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②あなた自身について
あなたに対するケアマネジャーの理解が深まることは、仕事と介護を両立するためのよりよい環境整備につながりま

す。あなた自身の状況を把握することで、それを踏まえたケアプランの作成が可能になるからです。「介護経験の有

無」や「介護を分担できる兄弟姉妹・配偶者などの有無」といった介護に関わることだけでなく、「1日や1週間の生活パ

ターン」や「平均的な出社時間・帰宅時間」といったあなた自身の生活や仕事の状況についても、より具体的な情報を

伝えましょう。

介護のこと
 あなたの介護に対する考え方
 あなたの介護経験の有無
 あなたが介護を担える時間帯
 介護を分担できる兄弟姉妹・配偶者などの有無
 介護サービスや介護施設を利用すること（親の
介護を他人に任せること）への抵抗感の有無

仕事や生活のこと
 あなたの1日、1週間の生活パターン
 あなたの健康状態、通院の有無
 あなたの家庭状況（配偶者や子育ての状況など）
 あなたの仕事の状況（仕事内容、出社時間・帰宅
時間、残業の有無、出張の頻度、転勤の可能性
など）

出所:厚生労働省 ケアマネジャーに相談する際に確認しておくこと

５．ケアマネジャーに相談する際に確認しておくべきこと



38

③勤務先の両立支援制度について
仕事と介護の両立のためには、勤務先の仕事と介護の両立支援制度を利用することが有効です。

ケアマネジャーには、「勤務先にどのような両立支援制度があるのか」「あなたがどの制度をどのように利用しようと

考えているのか」などの情報を伝えましょう。

出所:厚生労働省 ケアマネジャーに相談する際に確認しておくこと

【利用意向の有無】
【利用意向の有無】
【利用意向の有無】
【利用意向の有無】
【利用意向の有無】
【利用意向の有無】

法定の両立支援制度
 介護休業
 介護休暇
 所定外労働の制限
 時間外労働の制限
 深夜業の制限
 介護のための所定労働時間の短縮措置
①短時間勤務制度 ②フレックスタイム制度 ③始業時刻の繰り上げ・繰り下げ
④介護費用の助成またはそれに準ずる制度

その他勤務先で導入している制度

５．ケアマネジャーに相談する際に確認しておくべきこと
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６．まとめ

• 仕事と介護の両立支援は、仕事が介護を、介護が仕事を、妨げない状態。
• 仕事と介護の両立支援は、仕事が中心。
• 介護の両立支援は、介護の支援ではなく、「キャリア支援」「就労継続支援」
• 介護に直面した場合に、必要な制度を利用したり、早めに情報を入手しておく
ことが重要。

• 介護について相談する際に、過不足なく情報を伝えることで、仕事と介護を両
立できる仕組みが出来る。

• 情報を発信するだけでなく、リテラシー向上に全社員向け研修や管理職向けの
両立支援制度の研修が、両立支援制度の認知、効果的な利用につながる。
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参考資料 1
• 厚生労働省 仕事と介護の両立支援 ～両立に向けての具体的ツール～
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/
model.html
※厚生労働省の資料が掲載されています。古い資料もありますので、配布をする際は、ご留意下さ
い。
• 厚生労働省 個別周知、意向確認資料 （東京労働局の特設ページ）
https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/ikukai_kensyu_2024.html
育児と介護両方の参考様式が掲載されています。 個別周知・意向確認の際にご利用ください。

• 国立⾧寿医療研究センター 認知症関連パンフレット
https://www.ncgg.go.jp/dementia/pamphlet.html
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参考資料 ２
• 社員研修用動画 厚生労働省 【突然の介護】仕事と介護を両立できる環境を整える

突然の介護の場合 遠方にいる親の介護の場合

出所：厚生労働省 https://www.youtube.com/playlist?list=PLMG33RKISnWgWl_4CcbI4ivhhl-fIIVFi

事業主・人事労務担当者向け
【社員の介護離職を防ぐ・
企業が最初に取り組むこと】

認知症の父親の介護と育児の
両立の場合【ダブルケア】



ご清聴ありがとうございました。
ご質問がある方は、

埼玉県仕事と生活の両立支援相談窓口まで
アドバイザーの無料派遣も実施しています。
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https://www.pref.saitama.lg.jp/a0809/rodo/seikatsu-ryouritsu/index.html

仕事と生活の両立相談窓口と両立支援アドバイザー派遣
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主催

共催

川越市 熊谷市 所沢市 加須市 東松山市

春日部市 狭山市 羽生市 深谷市 上尾市 戸田市

和光市 桶川市 北本市 八潮市 三郷市 幸手市

伊奈町 寄居町

彩の国 埼玉県

今後のセミナー実施・改善の検討のため、
アンケートにご協力をよろしくお願いします。


